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平成 23 年 3 月 31 日 

変更認可 平成 23 年 6 月 30 日 

 

 

独立行政法人港湾空港技術研究所 中期計画 

 

独立行政法人通則法（平成１１年法律第１０３号）第３０条の規定に基づき、国土

交通大臣から指示を受けた平成２３年４月１日から平成２８年３月３１日までの５

年間における独立行政法人港湾空港技術研究所（以下「研究所」という。）の中期目

標を達成するための計画（以下「中期計画」という。）を以下の通り定める。 

 

１．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成する

ためとるべき措置 

 

（１）質の高い研究成果の創出 

１）研究の重点的実施 

港湾空港技術研究所の目的である「港湾及び空港の整備等に関する調査、研究及

び技術の開発等を行うことにより、効率的かつ円滑な港湾及び空港の整備等に資す

るとともに、港湾及び空港の整備等に関する技術の向上を図ること」を達成するた

め、中期目標に示された研究分野のそれぞれについて、社会・行政ニーズ及び重要

性・緊急性を踏まえ下記の通り研究テーマを設定する。 

研究分野１：安全・安心な社会を形成するための研究 

沿岸域における自然災害の防止、被害の軽減を通じて、安全・安心な社会を形

成するため、以下の研究を実施する。 

①地震災害の防止、軽減に関する研究 

②津波災害の防止、軽減に関する研究 

③高波・高潮災害の防止、軽減に関する研究 

研究分野２：沿岸域の良好な環境を保全、形成するための研究 

沿岸域における生態系の保全、閉鎖性海域の環境改善等を通じて、持続可能な

社会を形成するため、以下の研究を実施する。 

①海域環境の保全、回復に関する研究 

②海上流出油・漂流物対策に関する研究 

③安定的で美しい海岸の保全、形成に関する研究 

研究分野３：活力ある経済社会を形成するための研究 

港湾・空港等の国際競争力の強化や海洋空間の有効利用などを通じて、活力あ

る経済社会を形成するため、以下の研究を実施する。 

①港湾・空港施設等の高度化に関する研究 

②港湾・空港施設等の戦略的維持管理に関する研究 

③海洋空間・海洋エネルギーの有効利用に関する研究 
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中期目標期間中を通じて、上記の研究テーマの中で特に重要性・緊急性の高い研

究を重点研究課題として毎年度設定し、重点研究課題の研究費の各年度の全研究費

に対する配分比率を 75％程度とする。また、重点研究課題の中でも特に緊急に実

施すべき研究を特別研究と位置づけ、人員及び資金を重点的に投入して迅速な研究

の推進を図る。 

なお、民間では実施されていない研究、及び共同研究や大規模実験施設の貸出等

によっても民間による実施が期待できない、又は独立行政法人が行う必要があり民

間による実施がなじまない研究を実施する。また、上記に示した研究テーマ以外の

研究内容であっても、本中期計画期間中の社会・行政ニーズの変化により、喫緊の

課題として対応すべきものであれば、研究テーマを設定の上研究を実施する。 

 

２）基礎研究の重視 

波浪・海浜・地盤・地震・環境等に関する基礎研究は研究所が取り組むあらゆる

研究の基盤であることから、自然現象のメカニズムや地盤・構造物の力学的挙動等

の原理・現象の解明に向けて積極的に取り組む。なお、中期目標期間中を通じて、

基礎研究の研究費の各年度の全研究費に対する配分比率を 25％程度（ １）の重点

的研究課題に位置づけたものを含む）とする。 

 

３）萌芽的研究の実施 

将来の発展の可能性があると想定される萌芽的研究については、適切な評価とこ

れに基づく予算配分を行い、先見性と機動性をもって推進する。 

 

４）国内外の研究機関・研究者との幅広い交流、連携 

国際会議の主催・共催、国際会議への積極的な参加、在外研究の促進等により、

国内外の大学・民間・行政等の研究者との幅広い交流を図る。また、国内外の関係

研究機関との研究協力協定や教育・研究連携協定の締結、これに基づく連携の強化、

推進を図ることにより、関連する研究分野において研究所が世界の先導的役割を担

うことを目指す。 

 

５）適切な研究評価の実施と評価結果の公表 

研究評価は、研究部内の評価会、研究所として行う評価委員会、外部有識者によ

る評価委員会による３層で、研究の事前・中間・事後の各段階において、研究目的、

研究内容の妥当性等について実施する。また、独立行政法人が真に担うべき研究に

取り組むとの観点から、国との役割分担の明確化、他の独立行政法人等との研究の

重複排除を行うとともに、民間では実施されていない研究、及び共同研究や大規模

実験施設の貸出等によっても民間による実施が期待できない、又は独立行政法人が

行う必要があり民間による実施がなじまない研究を実施することについて、評価の

各段階において外部から検証が可能となるよう、評価のプロセス、評価結果等を研

究所のホームページへの掲載等を通じて公表する。なお、得られた評価結果は研究

に速やかにフィードバックし、質の高い研究成果の創出を図るとともに、研究の重
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点化及び透明性の確保に努める。 

 

（２）研究成果の広範な活用、普及 

１）行政支援の推進、強化 

① 国、地方公共団体等がかかえる技術課題について受託研究を実施するとともに、

国等が設置する各種技術委員会へ研究者を派遣する等、港湾・空港の整備等に

関する技術的課題の解決に的確に対応する。また、国、地方公共団体等の技術

者を対象とした講演の実施、研修等への講師としての研究者派遣により、技術

情報の提供及び技術指導等を行い、行政への研究成果の反映及び技術移転を積

極的に推進する。その他、我が国の港湾・海岸・空港に関する技術基準の策定

業務を支援するとともに、国が実施する新技術の評価業務等を必要に応じ支援

する。具体的には、中期目標期間中、のべ 500 人程度の研究者を各種技術委員

会等に派遣する。 

② 災害時における国、地方公共団体等への支援については、国土交通大臣からの

指示があった場合、または理事長が必要と認めた場合に、被災地に研究者を派

遣することにより、被災状況の把握、復旧等に必要な技術指導等を迅速かつ適

切に行う。また、研究所で作成した災害対策マニュアルに沿った予行演習を実

施するとともに、その結果に基づいて当該マニュアルの改善を行う等、緊急時

の技術支援に万全を期する。 

 

２）研究成果の公表、普及 

① 研究成果を研究所報告及び研究所資料としてとりまとめ、年４回定期的に刊行

して国内外の大学・研究機関等に配布するとともに、研究所のホームページを

通じて公表する。また、国内外の専門誌への論文投稿やシンポジウム・国際会

議等での研究発表を奨励し、研究成果を国内外に公表する。具体的には、中期

目標期間中の査読付論文の発表数を合計 590 編程度とする。そのうち 320 編

程度を英語等の外国語によるものとし、国外で実施される国際会議においては、

中期目標期間中に合計 290 件程度の研究発表を行う。 

② 研究成果の幅広い普及を図るため、研究所の諸活動や最新の話題等を掲載した

広報誌の発行、研究所のホームページの内容の充実を図り、一般国民に対する

情報発信を推進する。また、業務成果等をとりまとめた年次報告書を毎年作成

するとともに、研究所の施設の一般公開を年２回実施するほか、最新の研究を

一般国民向けに分かりやすく説明、紹介する講演会を年４回以上全国各地で開

催する。 

 

３）知的財産権の取得、活用 

特許の出願、取得を奨励し、研究成果の活用と自己収入の増大を図る。具体的

には、特許権を保有する目的や申請にかかる費用等を十分に吟味しつつ、中期目

標期間中に合計 40 件程度の特許出願を行う。また、研究所のホームページの活

用等により保有特許の利用促進を図るとともに、特許を含む知的財産全般につい
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てのあり方を検討しつつ、適切な管理を行う。 

 

４）関連学会の活動への参加及び民間への技術移転、大学等への協力及び国際貢献 

① 関連する学会や各種委員会へ研究者を派遣し連携を強化するとともに、技術に

関する各種規格・基準の策定に参画する。また、技術的な情報提供や関係する

委員会への研究者の派遣等を通じて、技術の国際標準化に貢献する。 

② 民間企業の技術者等を研修生として受け入れ、また技術講演を行う等、民間へ

の技術移転の推進を図る。大学等の教員としての研究者の派遣、研究者による

大学等での特別講義の実施、連携大学院制度の充実、活用、大学等の学生の実

習生としての受入れ等の方策により、高等教育機関への協力を積極的に推進す

る。民間企業からの研修生及び大学等からの実習生を中期目標期間中にのべ

250 人程度受け入れる。 

③ 外国人技術者を対象とした研修への講師派遣や外国人研究員の受け入れ、研究

者の海外派遣による技術指導等、国際的な技術協力の推進を図る。 

 

（３）人材の確保、育成 

  ① 任期付研究員制度を含めた多様な方策を適切に活用することにより、優秀な人

材の確保に努める。また、研究者の在外研究の実施、外部の著名な研究者等に

よる講演会の開催や研究者への指導等、研究者の能力向上を図るとともに、研

究者を行政機関に派遣して行政機関等との意見交換や現場の情報収集を行うこ

とを通じて、研究企画調整能力の向上を図る。 

  ② 研究者評価及び研究評価等を通じ、研究者の研究活動について PDCA サイクル

の形成に努めるとともに、研究者評価に当たっては、研究者の意欲や努力が適

正に評価され、組織全体が活性化するような評価方法の改善を検討する。 

 

２．業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置 

 

（１）戦略的な研究所運営 

  ① 役員が主宰する経営戦略会議の開催、外部有識者からなる評議員会等での議論

も踏まえつつ、PDCA サイクルを通じて研究所の戦略的な業務運営を推進する。 

  ② 社会・行政ニーズを速やかかつ適切に把握するため、関係行政機関・外部有識

者との情報交換、関係行政機関との人事交流等、緊密な連携を図る。 

  ③ 研究所の役員と職員の間で十分な意見交換を行い、現場の要望を適切に研究所

運営に反映させることにより、研究環境の整備に努める。 

 

（２）効率的な研究体制の整備 

高度化、多様化する研究ニーズに迅速かつ効率的に対応できるよう、研究領域

制を基本としたフラットな研究体制に移行するとともに、研究領域内にコア組織と

なる研究チームを編成し、多岐にわたる研究ニーズに柔軟に対応しうる研究体制を

構築する。また、特に重要な研究テーマについては、「研究センター」を設置する
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ことによって、研究チームの枠を越えて横断的に研究に取り組む体制を確保する。 

また、効率的な研究体制を確保するため、関係行政機関等との双方向の人事交

流を継続するとともに、研究者をはじめとする職員をその適性に照らし適切な部門

に配置する。さらに、職務に応じて裁量労働制やフレックスタイム制等の弾力的な

勤務体制を継続する。 

 

（３）研究業務の効率的、効果的実施 

① 産学官との連携により、国内外の研究機関・研究者と、それぞれの知見や技術

を活用しながら共同研究を推進し、効率的、効果的な研究業務の実施に努める。

その際、研究の重複排除の観点からそれぞれの役割分担を明確にする。具体的

には、中期目標期間中にのべ 250 件程度の共同研究（外部の競争的資金による

ものを含む）を実施する。 

② 競争的環境の醸成を図り、効率的、効果的な研究業務を推進するため、所内の

研究資金配分については多様な競争的配分制度を活用する。また、研究資金の

充実と多様性の確保を図る観点から、外部の競争的資金の獲得に積極的に取り

組むとともに、外部からの技術課題解決の要請に応えること等を通じて、受託

研究資金等の獲得を図る。 

 

（４）業務の効率化 

  ① 管理業務の効率化の状況について定期的な見直しを行い、業務の簡素化、電子

化、定型的業務の外部委託等を図ることにより、一層の管理業務の効率化に取

り組む。 

   具体的には、一般管理費（人件費、公租公課等の所要額計上を必要とする経費

及び特殊要因により増減する経費を除く。）について、中期目標期間中に見込ま

れる総額を初年度の当該経費相当分に５を乗じた額に対し、６％程度抑制する。

さらに、経費節減の余地がないか自己評価を厳格に行った上で、適切な見直し

を行う。 

また、業務経費（人件費、公租公課等の所要額計上を必要とする経費及び特殊

要因により増減する経費を除く。）について、中期目標期間中に見込まれる総額

を初年度の当該経費相当分に５を乗じた額に対し、２％程度抑制する。 

 ② 外部有識者による「契約監視委員会」において、締結された契約に関する改善

状況のフォローアップを行い、その結果を公表することによって、契約事務の

透明性、公平性の確保を図る。 

  

３．予算（人件費の見積りを含む。）、収支計画及び資金計画 

以下の項目について計画し、適正にこれらの計画を実施するとともに、経費の抑制

に努める。 

１）予  算：別表１のとおり  

２）収支計画：別表２のとおり  

３）資金計画：別表３のとおり  
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４．短期借入金の限度額 

予見しがたい事故等の事由に限り、資金不足となる場合における短期借入金の限度

額は、300 百万円とする。 

 

４―２．不要財産又は不要財産となることが見込まれる財産がある場合には、当該財

産の処分に関する計画 

なし 

 

５．４－２に規定する財産以外の重要な財産を譲渡し、又は担保に供しようとすると

きは、その計画 

なし 

 

６．剰余金の使途 

① 研究基盤の整備 

② 研究活動の充実 

 

７．その他主務省令で定める業務運営に関する事項 

 

（１）施設・設備に関する計画 

中期目標の期間中に別表４に掲げる施設を整備・改修する。既存の施設・整備につ

いては、研究を実施していく上で必要不可欠なものの維持管理に予算を重点配分する

とともに、効率的に運営する。 

 また、保有資産の必要性についても不断に見直しを行う。 

 

（２）人事に関する計画 

給与水準については、国家公務員の給与水準も十分考慮し、手当を含め役職員給与

の在り方について厳しく検証した上で、給与改定に当たっては、引き続き、国家公務

員に準拠した給与規程の改正を行い、その適正化に取り組むとともに、その検証結果

や取組状況を公表する。 

 特に事務・技術職員の給与水準については、平成２１年度の対国家公務員指数が 

年齢勘案で１０１．９となっていることを踏まえ、平成２７年度までにその指数を１

００．０以下に引き下げるよう、給与水準を厳しく見直す。 

また、総人件費についても、簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推進

に関する法律（平成 18 年法律第 47 号）に基づく平成 18 年度から５年間で５％

以上を基本とする削減等の人件費に係る取組を23年度も引き続き着実に実施すると

ともに、政府における総人件費削減の取組を踏まえ、厳しく見直しを行う。 

※注）対象となる「人件費」の範囲は、常勤役員及び常勤職員に支給する報酬（給 

与）、賞与、その他の手当の合計額とし、退職手当、福利厚生費（法定福利費 

及び法定外福利費）、今後の人事院勧告を踏まえた給与改定分は除く。 
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（３）独立行政法人港湾空港技術研究所法（平成１１年１２月２２日法律第２０９号）

第１２条第１項に規定する積立金の使途 

 第２期中期目標期間中からの繰越積立金は、第２期中期目標期間中に自己収入財源 

で取得し、第３期中期目標期間へ繰り越した有形固定資産の減価償却に要する費用等 

に充当する。 

 

（４）その他 

 国土交通省所管の独立行政法人及び関連する研究機関の業務の在り方の検討につ

いては、今後の独立行政法人全体の見直しの議論等を通じ、適切に対応する。 
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別表１．予算 

                           （単位：百万円） 

区分 金額 

収入  

運営費交付金 6,174 

施設整備費補助金 2,216 

受託収入 5,125 

その他の収入 380 

 

 合計 

 

13,894 

支出  

業務経費 1,213 

人件費 4,985 

施設整備費 2,216 

受託関係経費 5,023 

一般管理費 457 

 

 合計 

 

13,894 

 

     【人件費の見積もり】 

      期間中総額４，１５０百万円を支出する。 

ただし、上記の金額は、常勤役員報酬並びに職員基本給、職員諸手当、超過 

勤務手当、休職者給与及び国際機関派遣職員給与に相当する範囲の費用 

ある。 

 

別紙「運営費交付金算定のルール」に従い算定した。 

 

 

 

 

 

 

 



9 
 

別紙 

運営費交付金の算定ルール 
○運営費交付金＝人件費＋一般管理費＋業務経費－自己収入 
 
１．人件費＝当年度人件費相当額＋前年度給与改定分等 
 （１）当年度人件費相当額＝基準給与総額±新陳代謝所要額＋退職手当所要額 
  （イ）基準給与総額 

23 年度・・・所要額を積み上げ積算 
24 年度以降・・・前年度人件費相当額-前年度退職手当所要額  

  （ロ）新陳代謝所要額 
新規採用給与総額（予定）の当年度分＋前年度新規採用者給与総額のうち平年度化
額－前年度退職者の給与総額のうち平年度化額－当年度退職者の給与総額のうち
当年度分 

  （ハ）退職手当所要額 
当年度に退職が想定される人員ごとに積算 

 （２）前年度給与改定分等（24 年度以降適用） 
昇給原資額、給与改定額、退職手当等当初見込み得なかった人件費の不足額 
なお、昇給原資額及び給与改定額は、運営状況等を勘案して措置することとする。
運営状況等によっては、措置を行わないことも排除されない。 

 
２．一般管理費 

前年度一般管理費相当額（所要額計上経費及び特殊要因を除く）×一般管理費の効
率化係数（α）×消費者物価指数（γ）＋当年度の所要額計上経費±特殊要因 

 
３．業務経費 
   研究経費 

前年度研究経費相当額（所要額計上経費及び特殊要因を除く）×業務経費の効率化
係数（β）×消費者物価指数（γ）×政策係数（δ）＋当年度の所要額計上経費±
特殊要因 

 
４．自己収入 

過去実績等を勘案し、当年度に想定される収入見込額を計上 
 

一般管理費の効率化係数（α）：毎年度の予算編成過程において決定 
業務経費の効率化係数（β）：毎年度の予算編成過程において決定 
消費者物価指数（γ）：毎年度の予算編成過程において決定 
政策係数（δ）：法人の研究進捗状況や財務状況、新たな政策ニーズへの対応の必要性、
独立行政法人評価委員会による評価等を総合的に勘案し、毎年度の予算編成過程におい
て決定 
所要額計上経費：公租公課等の所要額計上を必要とする経費 
特殊要因：法令改正等に伴い必要となる措置、現時点で予測不可能な事由により、特定
の年度に一時的に発生する資金需要に応じ計上 

 
[注記] 前提条件： 
  一般管理費の効率化係数（α）：中期計画期間中は 0.97 として推計 
  業務経費の効率化係数（β）：中期計画期間中は 0.99 として推計 
  消費者物価指数（γ）：中期計画期間中は 1.00 として推計 
  政策係数（δ）：中期計画期間中は 1.00 として推計 
  人件費（２）前年度給与改定分等：中期計画期間中は 0として推計 
  特殊要因：中期計画期間中は 0として推計 
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別表２．収支計画 

                          （単位：百万円） 

区分 金額 

費用の部 11,899 

経常費用 6,876 

研究業務費 4,967 

一般管理費 1,689 

減価償却費 220 

受託研究業務費 5,023 

財務費用 0 

臨時損失 0 

収益の部 11,899 

運営費交付金収益 6,174 

受託収入 5,125 

資産見返負債戻入 220 

臨時利益 0 

その他の収入 380 

純利益 0 

目的積立金取崩額 0 

総利益 0 
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別表３．資金計画 

                         （単位：百万円） 

区分 金額 

資金支出 13,894 

業務活動による支出 11,678 

投資活動による支出 2,216 

財務活動による支出 0 

次期中期目標の期間への繰越金 0 

資金収入 13,894 

業務活動による収入 11,678 

運営費交付金による収入 6,174 

受託収入 5,125 

その他の収入 380 

投資活動による収入 2,216 

施設整備費補助金による収入 2,216 

その他の収入 0 

財務活動による収入 0 

前期よりの繰越金 0 
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別表４．施設整備計画 

（単位：百万円） 

施設整備の内容 予定額 財源 

港湾空港関係研究施設整備費  
 

１．総合沿岸防災実験施設の改修（継続） 79 
独立行政法人港湾空港技術研究所

施設整備費補助金 

２．大規模波動地盤総合水路の改修 170 
独立行政法人港湾空港技術研究所

施設整備費補助金 

３．サーペント型造波装置の改修  259 
独立行政法人港湾空港技術研究所

施設整備費補助金 

４．波崎海洋研究施設の改修 240 
独立行政法人港湾空港技術研究所

施設整備費補助金 

５．沿岸生態系実験施設の改修 542 
独立行政法人港湾空港技術研究所

施設整備費補助金 

６．長期暴露試験施設の改修 262 
独立行政法人港湾空港技術研究所

施設整備費補助金 

７．地盤・材料分析 X線 CT 施設の改修 309 
独立行政法人港湾空港技術研究所

施設整備費補助金 

８．三次元水中振動台の改修 122 
独立行政法人港湾空港技術研究所

施設整備費補助金 

９．海洋環境再現劣化促進実験装置の整備 232 
独立行政法人港湾空港技術研究所

施設整備費補助金 

合計 2,216 
 

注：四捨五入により合計値と合致しない。 

 

 

 


